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平成18年５月17日平成18年３月期 個別財務諸表の概要
上場会社名 阪神電気鉄道株式会社 上場取引所 東 大

コード番号 9043 本社所在都道府県 大阪府

（ＵＲＬ http://www.hanshin.co.jp/ ）

代 表 者 役職名 代表取締役・社長 氏名 西川 恭爾

問合せ先責任者 役職名 広報室部長 氏名 黒木 敏郎 ＴＥＬ (06)6457－2130

中間配当制度の有無 有 配当支払開始予定日 平成18年６月30日

定時株主総会開催日 平成18年６月29日 単元株制度採用の有無 有(１単元1,000株)

年３月期の業績(平成17年４月１日～平成18年３月31日)１ 18

、 。(1) 経営成績 (注) 記載金額は 百万円未満を切り捨てて表示しています

営業利益 経常利益売上高

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

85,684 5.0 16,753 8.0 12,893 21.418年３月期

81,579 4.0 15,512 17.1 10,617 22.117年３月期

１ 株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高潜 在 株 式 調 整 後
当期純利益

当 期 純 利 益 当期純利益率 経 常 利 益 率 経常利益率１株当たり当期純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

3,538 31.8 9.04 8.60 3.1 3.0 15.018年３月期

2,685 △6.3 7.67 7.29 3.0 2.6 13.017年３月期

(注) ①期中平均株式数 18年３月期 385,372,173株 17年３月期 342,734,592株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

配 当 率中 間 期 末 (年間)

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

5.00 2.50 2.50 2,018 55.3 1.418年３月期

6.00 2.50 3.50 2,055 78.2 2.317年３月期

(3) 財政状態

１株当たり株主資本総資産 株主資本 株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円 銭

443,416 139,246 31.4 330.8818年３月期

416,571 88,400 21.2 257.8717年３月期

(注) ①期末発行済株式数 18年３月期 420,667,114株 17年３月期 342,589,287株

②期末自己株式数 18年３月期 985,308株 17年３月期 1,069,571株

２ 19年３月期の業績予想(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金売上高

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 － －44,329 8,232 2,277 2.50

84,067 13,343 5,355 2.50 5.00通 期 －

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 12円73銭

、 。※ 上記の予想は この資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります

実際の業績は、今後の様々な要因によって、予想数値と異なる結果となる可能性があります。

（ ）個別１



（ 37 ）

貸 借 対 照 表

当 期 前 期

科 目 平 成 １ ８ 年 平 成 １ ７ 年 比 較 増 減 額

３月３１日現在 ３月３１日現在

百万円 百万円 百万円

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 ４５，９７７ ５２，７５５ △ ６，７７８

現 金 預 金 １０，５２３ １２，４１３ △ １，８９０

未 収 運 賃 １，５５２ １，５２４ ２７

未 収 金 ２５２ ２５８ △ ５

未 収 消 費 税 等 － １，５１４ △ １，５１４

売 掛 金 ５，４４２ ５，１５０ ２９１

有 価 証 券 １，９９９ １，９９９ △ ０

販 売 土 地 及 び 建 物 １７，９０４ ２１，６９３ △ ３，７８９

貯 蔵 品 ３５３ ３４８ ４

前 払 費 用 ４０１ ４２１ △ ２０

繰 延 税 金 資 産 ５，００９ ４，９０８ １０１

そ の 他 の 流 動 資 産 ２，７２９ ２，７０２ ２７

貸 倒 引 当 金 △ １９０ △ １８１ △ ９

固 定 資 産 ３９７，４３８ ３６３，８１５ ３３，６２３

鉄 道 事 業 固 定 資 産 ７７，６５０ ７７，０９５ ５５４

自 動 車 事 業 固 定 資 産 ２，４９１ ４，６９９ △ ２，２０８

兼 業 固 定 資 産 １９０，９１３ ２００，０９０ △ ９，１７６

各 事 業 関 連 固 定 資 産 ２，１２６ ２，２４６ △ １２０

建 設 仮 勘 定 １，５４１ ２，３０３ △ ７６１

投 資 そ の 他 の 資 産 １２２，７１５ ７７，３７９ ４５，３３６

子 会 社 株 式 ２４，４６９ １１，６９９ １２，７７０

投 資 有 価 証 券 ７９，３５２ ４７，７１０ ３１，６４１

長 期 貸 付 金 ５，５０７ ７，０１５ △ １，５０８

長 期 前 払 費 用 ４１６ ５３０ △ １１３

そ の 他 の 投 資 等 １３，３６９ １０，８００ ２，５６８

貸 倒 引 当 金 △ ３９９ △ ３７７ △ ２２

資 産 合 計 ４４３，４１６ ４１６，５７１ ２６，８４５

（個別２）
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当 期 前 期
科 目 平 成 １ ８ 年 平 成 １ ７ 年 比 較 増 減 額

３月３１日現在 ３月３１日現在

百万円 百万円 百万円

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 ７２，１５４ ９０，８９３ △ １８，７３９

短 期 借 入 金 ２７，１４０ ２７，９２９ △ ７８９
１ 年 以 内 償 還 社 債 － ２５，０００ △ ２５，０００
未 払 金 ８，０２４ ９，９２０ △ １，８９５
未 払 費 用 １，５５５ １，６２７ △ ７２
未 払 消 費 税 等 ２，０６１ － ２，０６１
未 払 法 人 税 等 ８０７ ３，５０６ △ ２，６９９
預 り 連 絡 運 賃 ８７１ ９４９ △ ７７
預 り 金 ２５，８４５ １５，７７６ １０，０６９
前 受 運 賃 ２，１５３ ２，１６２ △ ９
前 受 金 １，４２３ １，４６１ △ ３７
前 受 収 益 １７ ２２ △ ４
賞 与 引 当 金 ９８０ １，１７２ △ １９１
そ の 他 の 流 動 負 債 １，２７３ １，３６６ △ ９３

固 定 負 債 ２３２，０１５ ２３７，２７７ △ ５，２６１

社 債 ４５，０００ ５５，０００ △ １０，０００
長 期 借 入 金 １２０，１０１ １２３，６９７ △ ３，５９６
長 期 繰 延 税 金 負 債 １８，７８７ ６，９７９ １１，８０７
退 職 給 付 引 当 金 ９，１３３ １０，６３７ △ １，５０４
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 － １，７５６ △ １，７５６
そ の 他 の 固 定 負 債 ３８，９９４ ３９，２０６ △ ２１１

負 債 計 ３０４，１７０ ３２８，１７１ △ ２４，００１

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ４０，６３３ ２９，３８４ １１，２４９
資 本 剰 余 金 ４２，２４７ １９，１５４ ２３，０９２
資 本 準 備 金 ４２，２４６ １９，１５４ ２３，０９１
そ の 他 資 本 剰 余 金 １ ０ １
自 己 株 式 処 分 差 益 １ ０ １

利 益 剰 余 金 ２４，４７６ ２３，１６０ １，３１６
利 益 準 備 金 ４，６４０ ４，６４０ －
任 意 積 立 金 ４，６３５ ４，６３５ －
別 途 積 立 金 ４，６３５ ４，６３５ －

当 期 未 処 分 利 益 １５，２００ １３，８８４ １，３１６
株式等評価差額金 ３２，７０６ １７，０４７ １５，６５９
自 己 株 式 △ ８１８ △ ３４６ △ ４７１

資 本 計 １３９，２４６ ８８，４００ ５０，８４６

負 債 ・ 資 本 合 計 ４４３，４１６ ４１６，５７１ ２６，８４５

（注） 当 期 前 期
１ 有形固定資産の減価償却累計額 １９４，１８７百万円 １８５，４８３百万円
２ 保 証 債 務 額 ３，６６２百万円 ３，３５９百万円
（うち連帯保証人間の契約等による第三者の負担額 ２０９百万円 ２５６百万円）

社債及び借入金の債務履行引受契約に係る偶発債務 １０，１１０百万円 ２１２百万円
３ 固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金

等累計額 １６９，８１１百万円 １６９，８１１百万円
４ 発行済株式数の増加 転換社債の転換 ４４，４６３千株 資本金増加額 １１，２４９百万円

資本準備金増加額 １１，２０４百万円
株式交換（㈱阪神百貨店） ３３，５３０千株 資本金増加額 －百万円

資本準備金増加額 １１，８８７百万円

（個別３）
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損 益 計 算 書

当 期 前 期
平成17年 平成16年 比 較 比 較

科 目 ４月１日から ４月１日から
平成18年 平成17年 増 減 額 増 減 率
３月31日まで ３月31日まで

百万円 百万円 百万円 ％
経 常 損 益 の 部

（営業損益の部）
鉄 道 事 業
営 業 収 益 ２７，２２９ ２７，０２３ ２０６ 0.8
営 業 費 ２２，６１７ ２２，３９２ ２２５ 1.0
営 業 利 益 ４，６１２ ４，６３１ △ １９ △ 0.4

自 動 車 事 業
営 業 収 益 ５，４２４ ５，４００ ２３ 0.4
営 業 費 ５，８３１ ５，６９９ １３２ 2.3
営 業 損 失 ４０７ ２９８ １０８ －

兼 業
営 業 収 益 ５３，０３０ ４９，１５５ ３，８７５ 7.9
営 業 費 ４０，４８２ ３７，９７４ ２，５０７ 6.6
営 業 利 益 １２，５４８ １１，１８０ １，３６８ 12.2

全 事 業
営 業 収 益 ８５，６８４ ８１，５７９ ４，１０５ 5.0
営 業 費 ６８，９３１ ６６，０６６ ２，８６５ 4.3
営 業 利 益 １６，７５３ １５，５１２ １，２４０ 8.0

（営業外損益の部）
営 業 外 収 益 １，８３２ １，２２６ ６０６ 49.4
営 業 外 費 用 ５，６９２ ６，１２１ △ ４２９ △ 7.0

経 常 利 益 １２，８９３ １０，６１７ ２，２７６ 21.4

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益 ２２３ ２，５４４ △ ２，３２１ △ 91.2
固 定 資 産 売 却 益 １７４ － １７４ －
前 期 損 益 修 正 益 ３５ １９ １５ 82.8
工 事 負 担 金 等 受 入 額 １２ １，３３１ △ １，３１９ △ 99.1
投 資 有 価 証 券 売 却 益 １ １，１９１ △ １，１８９ △ 99.9
そ の 他 の 利 益 － ２ △ ２ △ 100.0

特 別 損 失 ５，２５５ ６，９７４ △ １，７１８ △ 24.6
減 損 損 失 ４，６５７ ３，８２３ ８３４ 21.8
工 事 負 担 金 等 圧 縮 額 １２ １，３３１ △ １，３１９ △ 99.1
子 会 社 株 式 評 価 損 － １，１１４ △ １，１１４ △ 100.0
そ の 他 の 損 失 ５８５ ７０４ △ １１８ △ 16.8

税 引 前 当 期 純 利 益 ７，８６０ ６，１８７ １，６７３ 27.0
法人税、住民税及び事業税 ３，３２２ ５，１１８ △ １，７９５ △ 35.1
法 人 税 等 調 整 額 ９９９ △ １，６１６ ２，６１６ －
当 期 純 利 益 ３，５３８ ２，６８５ ８５２ 31.8
前 期 繰 越 利 益 １２，６２９ １２，０５５ ５７３ 4.8
中 間 配 当 額 ９６７ ８５６ １１０ 12.9
当 期 未 処 分 利 益 １５，２００ １３，８８４ １，３１６ 9.5

（個別４）
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（重要な会計方針）

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のあるもの 期末日における市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により処理）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

２ 販売土地及び建物の評価基準及び評価方法

個別法に基づく原価法

３ 有形固定資産の減価償却の方法

鉄道事業取替資産 取替法

その他の有形固定資産 定率法

ただし、梅田阪神第１ビルディング建物（附属設備を除く。）ほか一部の兼業固定資産及

び平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）については定額法

４ 鉄道事業における工事負担金等の会計処理

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等から工事費の一部と

して、工事負担金等を受け入れている。この工事負担金等を受けて取得した固定資産については、

工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得原価から直接減額して計上している。

５ 重要な引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

(2) 賞与引当金

支給見込額に基づき計上している。

(3) 退職給付引当金

期末日における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、期末において発生していると

認められる額を計上している。

なお、会計基準変更時差異は、１０年による按分額を費用処理している。

また、過去勤務債務及び数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、過去勤務債務については発

生営業年度から、数理計算上の差異については翌営業年度からそれぞれ費用処理している。

(4) 役員退職慰労引当金

従来、内規に基づく期末日における支給見積額を商法施行規則第４３条の引当金として計上

していたが、平成１７年６月２９日開催の定時株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃

止し、当該総会までの在任期間に対応する役員退職慰労金を打切り支給（支給時期は、各役員

の退任時）することとしたため、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打切り支給額の未払

い分については、「その他の固定負債」に含めて計上している。

(5) ＰＣＢ処理引当金

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物を処理するに当たり、その処理費用見込額（４１０百

万円）を商法施行規則第４３条の引当金として「その他の固定負債」に含めて計上している。

６ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

（会計処理の方法の変更）

退職給付に係る会計基準

当期から「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号 平成１７年３

月１６日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第７号 平成１７年３月１６日）を適用している。この変更による影響は軽微である。

（個別５）
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利 益 処 分 案

当 期 前 期

科 目

（ 平 成 １ ７ 年 度 ） （ 平 成 １ ６ 年 度 ）

百万円 百万円

当 期 未 処 分 利 益 １５，２００ １３，８８４

利 益 処 分 額

配 当 金 １，０５１ １，１９９

１株につき普通配当２円５０銭（１株につき２円５０銭 )

記念配当１円

役 員 賞 与 金 ５６ ５６

取 締 役 賞 与 金 ４８ ４８

監 査 役 賞 与 金 ７ ７

次 期 繰 越 利 益 １４，０９２ １２，６２９

（注）平成１７年１２月１５日に９６７百万円（１株につき２円５０銭）の中間配当を実施した。

（個別６）
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減 損 損 失
当期において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上した。

用 途 種 類 場 所 減損損失

(百万円)

賃貸用物件(２件 ) 兼業固定資産 大阪市､神戸市 ３１２

ゴルフ事業施設(１件) 兼業固定資産 兵庫県加東市 ２，０４１

事業用土地(１件 ) 自動車事業固定資産 兵庫県西宮市 ２，３０３

（資産をグループ化した方法）

当社は、管理会計上の事業ごと又は物件ごとに資産のグループ化を行っている。

（減損損失を認識するに至った経緯）

賃貸用物件については継続的な地価の下落及び稼働率の低下により、ゴルフ事業施設について

は長引く景気低迷による利用客の伸び悩み等により収益性が著しく低下したため、また、自動車

事業用土地については事業の再編計画に伴う使用方法の変更により回収可能価額が著しく低下し

たため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（４，６５７百万円）とし

て特別損失に計上した。

（減損損失の内訳）

賃貸用物件 ３１２百万円（うち、土地２２８百万円、建物７６百万円、その他８百万円）

ゴルフ事業施設 ２，０４１百万円（うち、土地２，０４１百万円）

事業用土地 ２，３０３百万円（うち、土地２，３０３百万円）

（回収可能価額の算定方法）

賃貸用物件、ゴルフ事業施設及び事業用土地の回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のい

ずれか高い価額としている。正味売却価額を採用している場合は、不動産鑑定評価基準等に基づ

いて算定しており、使用価値を採用している場合は、将来キャッシュ・フローを４．０％で割り

引いて算定している。

（個別７）
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リ ー ス 取 引

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。

有 価 証 券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

当 期（平成１８年３月３１日現在）

該当事項なし。

前 期（平成１７年３月３１日現在）

区 分 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額

百万円 百万円 百万円
子 会 社 株 式 ３，２００ １４，７８１ １１，５８１

税 効 果 会 計

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 期
（平成１８年３月３１日）

繰延税金資産 百万円
吸収分割に伴う受入資産評価損 ５，３７４
退職給付引当金否認 ３，３６７
減損損失否認 ３，１７８
販売土地評価損否認 ２，９８４
子会社株式評価損否認 １，１１０
未払役員退職慰労金否認 ４４５
投資有価証券評価損否認 ４３４
その他 １，８５６

繰延税金資産小計 １８，７５２
評価性引当額 △ ２，６６７
繰延税金資産合計 １６，０８４
繰延税金負債

株式等評価差額金 △２２，３７３
吸収分割に伴う受入資産評価益 △ ７，４８４
その他 △ ４

繰延税金負債合計 △２９，８６３
繰延税金負債の純額 △１３，７７８

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

当 期
（平成１８年３月３１日）

％
法定実効税率 ４０．６
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 ０．７
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ ３．７
住民税均等割 ０．５
税額控除 △ ４．５
評価性引当額（減損損失否認） １１．７
評価性引当額（子会社株式評価損否認過年度分） ８．４
評価性引当額（その他過年度分） １．７
その他 △ ０．４
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５５．０

役 員 の 異 動

記載が可能になり次第開示いたします。

（個別８）



平成18年５月17日

阪神電気鉄道株式会社

輸　送　人　員 単位：千人、％

１７年度 １６年度 増減率

 定 期 外 80,804 79,861 942 1.2

第１種鉄道事業 定　   期 79,493 79,440 52 0.1

合     計 160,297 159,302 995 0.6

 定 期 外 7,873 7,940 △ 67 △ 0.8

第２種鉄道事業 定　   期 9,636 9,747 △ 110 △ 1.1

合     計 17,509 17,687 △ 178 △ 1.0

第１種鉄道事業  定 期 外 88,678 87,802 875 1.0

第２種鉄道事業 定　   期 89,129 89,187 △ 57 △ 0.1

合　　計 合     計 177,807 176,990 817 0.5

（注）千人未満は切り捨てています。

旅　客　収　入 単位：百万円、％

１７年度 １６年度 増減率

 定 期 外 14,776 14,634 142 1.0

第１種鉄道事業 定　   期 8,089 8,058 30 0.4

合     計 22,865 22,692 173 0.8

 定 期 外 924 933 △ 9 △ 1.0

第２種鉄道事業 定　   期 632 639 △ 7 △ 1.2

合     計 1,556 1,573 △ 16 △ 1.1

第１種鉄道事業  定 期 外 15,701 15,567 133 0.9

第２種鉄道事業 定　   期 8,721 8,698 22 0.3

合　　計 合     計 24,422 24,266 156 0.6

（注）百万円未満は切り捨てています。

増　減

増　減

鉄  道  輸  送  人  員  及  び  旅  客  収  入

（ 平  成  １  ７  年  度   ）



平成１８年５月１７日
阪神電気鉄道株式会社

決算発表・補足資料
１．業績の推移

（単位：百万円）
１９年３月期（予想） １８年３月期（実績）

中 間 期 通　　期

営　業　収　益 44,329  84,067  85,684  

鉄　道　事　業 14,033  27,201  27,229  

（旅 客 収 入） (12,665) (24,392) (24,422) 

自 動 車 事 業 2,498  4,734  5,424  

兼　　　　　業 27,797  52,131  53,030  

営　業　利　益 9,966  16,883  16,753  

鉄　道　事　業 2,617  3,888  4,612  

自 動 車 事 業 △  348  △  651  △  407  

兼　　　　　業 7,697  13,646  12,548  

経　常　利　益 8,232  13,343  12,893  

当 期 純 利 益 2,277  5,355  3,538  

２．運輸成績（第１種・第２種合計）
（単位：百万円、千人）

１９年３月期（予想） １８年３月期（実績）

中 間 期 通　　期

旅　客　収　入 12,665  24,392  24,422  

定 　期 　外 8,206  15,654  15,701  

定　　　　期 4,459  8,737  8,721  

輸　送　人　員 91,437  177,408  177,807  

定 　期 　外 45,875  88,420  88,678  

定　　　　期 45,562  88,988  89,129  

３．金融収支
（単位：百万円）

１９年３月期（予想） １８年３月期（実績）

中 間 期 通　　期

受取利息及び配当金 643  1,087  1,372  

支払利息及び社債利息 2,436  4,844  5,172  

金　 融　 収 　支 △  1,793  △  3,757  △  3,800  

４．借入金及び社債残高
（単位：百万円）

１８年３月期（実績） １７年３月期（実績）

147,241  151,627  

45,000  80,000  

192,241  231,627  

５．減価償却費
（単位：百万円）

１９年３月期（予想） １８年３月期（実績）

中 間 期 通　　期

減  価  償  却  費 6,475  12,756  12,857  

６．設備投資（支払ベース）
（単位：億円）

１９年３月期（予想） １８年３月期（実績）

鉄　 道 　事 　業 54  43  

自  動  車  事  業 10  4  

兼　　　　    　業 47  23  

計 111  70  

借　　　入　　　金

社　 　　　　　債

計


